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Ⅰ 計画策定にあたって 

１ 計画策定の目的 

 本市においては、地域における子育て支援の充実を図ることを目的とし、計画的に子育

て環境の整備に努め、多様化する保育ニーズに柔軟かつ効果的に対応するため、平成２５

年度に「村上市保育園等施設整備計画」を策定し、保育園等の施設整備や民営化等を推進

してまいりました。 

 その結果、児童及び保護者への支援の充実、保育サービスの向上に一定の成果を上げて

きたところです。 

 国においては、子ども・子育て支援新制度の下、保育を希望するすべての家庭に対し、

必要な保育を提供するなど、新たな保育体系が構築されたことに伴い、本市においても希

望するすべての市民が保育サービスを利用でき、かつ、年間を通じた需要に対応できるよ

う保育園等の整備に努めていく必要があります。 

 このような保育を取り巻く社会環境の変化に、迅速かつ的確に対応するため、平成２５

年度に策定した「村上市保育園等施設整備計画」を改定し、新たに「第２次村上市保育園

等施設整備計画」を策定するものとします。 

 

２ 計画の位置付け 

 本計画は、今後策定される「第２次村上市総合計画」及び他の計画との整合を図りなが

ら、「村上市子ども・子育て支援事業計画、村上市次世代育成支援行動計画（平成２７年度

～平成３１年度）」及び「村上市公共施設等総合管理計画(平成２８年度～平成５７年度)」

の保育園等関係部分の施策を具体化するための計画として位置付けるものとします。 

 

 

 

 

                   

                   整合 

 

 

 

 

                    

整合、具体化するための計画 

 

 

上位計画 

第２次村上市総合計画 

村上市子ども・子育て支援事業計画、村上市次世代育成支援行動計画 

（平成２７年度～平成３１年度） 

村上市公共施設等総合管理計画 （平成２８年度～平成５７年度） 

第２次村上市保育園等施設整備計画 

 

 

村上市総合戦略及び人口ビジョン 

（地方版総合戦略） 

（平成２７年度～平成３１年度） 

反映 
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３ 計画の基本方針 

本市の総合計画との整合を図りながら、次の基本方針により施設整備の検討を進めます。 

①第１次村上市保育園等施設整備計画で定めた基本方針を踏襲することを基本として、

子どもの最善の利益を考慮しながら検討を行うものとします。 

②乳幼児期の望ましい人格の形成を支援し、心豊かで思いやりのある心身ともに健康な

子どもを育成するために、保護者・保育者・行政・地域社会が密接な相互信頼関係を

保持し、かつ連携を深めながら保育環境の整備を図ります。 

 ③今後一層期待される乳児保育を含めた３歳未満児保育、子育て支援センター事業、休

日保育、延長保育等の多様化する保育ニーズを適正に把握し、施設の定員の見直し等

を含めた柔軟かつ効果的な運営を行うことにより、保育ニーズへの実現に取り組みま

す。 

 ④民間活力の導入と活用を進め、民間に任せられるものは民間にという基本方針に基づ

き、公立保育園の指定管理者制度導入や民設民営化など民間活力の導入の検討を進め

ます。 

また、少子化に伴う児童数の減少に対応するため、保育園の統廃合の検討を進めな

がら適正規模による保育園運営を行います。 

 

４ 計画の期間 

 本計画の期間は、時代の潮流と地方財政を含めた経済状況の変化に機敏に対応するため、

短期間の平成２９年度から平成３３年度までの５年間とします。 

 なお、計画期間内においても、国の新たな制度の情報を見極め、今後の社会情勢等を的

確に把握し、状況の変化に対応する必要がある場合は、適宜見直しを行い計画変更も可能

なものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3 

 

 

Ⅱ 保育園等を取り巻く現状と課題 

 本市では、就学前児童数は減少傾向にあるものの、女性の就労形態や社会状況の変化な

どにより、保育園等の入園希望者が多く、保育ニーズはますます多様化しています。特に

３歳未満児保育のニーズが高まり、すべての児童が希望する施設へ入園することができな

い状況にあります。 

 このことを解消するため、民間の保育施設の認可や既存の公立保育園の定数増により対

応してきていますが、依然として解消されていない状況にあります。 

 このように、社会・経済状況が大きく変化する中において、本市のこれまでの保育施策

についての問題点や課題を整理し、今後の保育サービスの充実に向けて保育園等のあり方

はどうあるべきか検討を行う必要があります。 

 

１ 保育園 

（１）施設の老朽化等に伴う施設整備 

  公立保育園については、老朽化に伴い改築の必要がある建物が多く、特に、昭和５０

年代に建設された村上地区の第一保育園、第二保育園及び山居町保育園は、老朽化が進

行しており、これまで適宜施設改修工事を実施してきたものの、度重なる給排水設備や

電気設備の修繕工事を行う必要があり、加えて、乳児保育や障がい児保育のためのバリ

アフリー対応の構造となっていないなどの課題があります。 

  建築後、３０年以上が経過し、施設の老朽化が進行する中において、良好な保育環境

と園児の安全を確保するためにも、改修や建替えの時期を具体的に計画する必要があり

ます。 

  荒川地区の金屋保育園は、平成２７年度に増築改修工事を行いましたが、今後、外壁

等の老朽化の状況に応じて大規模改修の検討を行う必要があります。 

  また、朝日地区の塩野町保育園及び三面保育園については、入園児童数が減少し、充

足率が低くなっていることから、混合保育の解消と集団保育による児童の健全育成の促

進を図るため、平成２９年４月を目標に塩野町保育園を猿沢保育園に、三面保育園を舘

腰保育園に統合する予定です。この統合により定員の見直しは必要ありませんが、今後

継続する舘腰保育園、高南保育園、猿沢保育園については、老朽化の状況に応じて大規

模改修の検討を行う必要があります。 
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【公立保育園の施設状況】 （平成 28年 4月 1日現在） 

地

区 
施設名 構造 改築開設 経過年数 

村

上 

第一保育園 木造平屋 S56.11.23 34年 

第二保育園 木造平屋 S57.11.26 33年 

岩船保育園 鉄筋 2階 S61. 2. 3 30年 

瀬波保育園 木造平屋 H 7. 7. 1 20年 

上海府保育園 木造平屋 H12.10. 1 15年 

山辺里保育園 鉄骨平屋 H17. 4. 1 11年 

山居町保育園 木造平屋 S54. 4. 1 37年 

荒

川 

金屋保育園 鉄筋平屋 S58.10. 1 32年 

あらかわ保育園 
木造平屋 

一部鉄骨 
H26. 4. 1 2年 

神

林 

向ヶ丘保育園 木造平屋 H20. 4. 1 8年 

みのり保育園 木造平屋 H21. 5. 1 6年 

朝

日 

舘腰保育園 鉄筋平屋 S61. 4. 1 30年 

三面保育園 鉄筋平屋 H14. 4. 1 14年 

高南保育園 鉄筋平屋 H 2. 9. 1 25年 

猿沢保育園 鉄筋平屋 H 7. 9. 1 20年 

塩野町保育園 鉄筋平屋 S59. 4. 1 32年 

山

北 

山北にじいろ保育園 木造平屋 H17. 4. 1 11年 

山北おおぞら保育園 木造平屋 H18. 4. 1 10年 

 

（２）施設周辺環境の状況 

  特に村上地区の保育園は、そのほとんどが住宅地域内に設置されており、園庭も手狭 

で、敷地内の駐車スペースが非常に狭い状況にあります。その上、昨今は、自家用車を 

利用しての送迎割合が高く、特に朝夕の送迎時、車が混雑するばかりでなく、事故発生 

の恐れや周辺道路が混雑することによる周辺住民の環境への影響も懸念されます。 

 

（３）人口減少への対応 

就学前児童数は、平成２５年から平成２８年にかけて３年間で１２９人減少していま 

す。その内訳をみると、０歳児が５２人減、１歳児が３３人減、２歳児は３９人減、３

歳児は１２人増、４歳児が１６人増、５歳児が３３人減となるなど、３、４歳児を除い

ては各年齢層で減少しており、全体的にも減少傾向にあります。 
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荒川地区の保内地区のように、新規の宅地造成の影響もあり、児童数が増加に転じて 

いる所もみられますが、市内全体をみると人口減少や少子化の流れは今後も続くものと

予想され、保育園の適正規模を維持するために統廃合を行う必要があると考えます。 

統廃合は、子どもの利益を最優先に考え、施設の老朽化のほか耐震と安全、入園児童 

数や定員充足率、地域事情等に配慮しながら総合的に勘案する必要があります。また、

統廃合を行う際には、民営化も併せて検討する必要があります。 

 

 

 

【就学前児童数の推移】                   （各年４月１日現在） 

 
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

比較 

H28－H25 

０歳児 ３９２ ３５８ ３６２ ３４０ △５２ 

１歳児 ３９７ ４０１ ３７２ ３６４ △３３ 

２歳児 ４１２ ３９７ ４０１ ３７３ △３９ 

３歳児 ３９１ ４２２ ３９４ ４０３  １２ 

４歳児 ３８０ ３８７ ４２２ ３９６  １６ 

５歳児 ４４８ ３８５ ３８１ ４１５ △３３ 

合 計 ２，４２０ ２，３５０ ２，３３２ ２，２９１ △１２９ 

 

 

 

（村上地区）                       （各年４月１日現在） 

 
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

比較 

H28－H25 

０歳児 １８７ １７２ １５９ １７３ △１４ 

１歳児 １７２ １９５ １８１ １５９ △１３ 

２歳児 １９４ １７２ １９５ １８２ △１２ 

３歳児 １７３ １９７ １７１ １９８  ２５ 

４歳児 １８３ １６５ ２０３ １６９ △１４  

５歳児 ２１３ １８６ １６３ １９９ △１４ 

合 計 １，１２２ １，０８７ １，０７２ １，０８０ △４２ 
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（荒川地区）                       （各年４月１日現在） 

 
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

比較 

H28－H25 

０歳児 ６６ ６９ ８１ ５８ △８ 

１歳児 ８０ ６５ ７６ ８２ ２ 

２歳児 ６９ ７６ ６４ ７３ ４ 

３歳児 ７１ ７３ ８０ ６４ △７  

４歳児 ５９ ７２ ７２ ８０  ２１ 

５歳児 ８１ ６１ ６９ ７２ △９ 

合 計 ４２６ ４１６ ４４２ ４２９ ３ 

 

 

 （神林地区）                       （各年４月１日現在） 

 
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

比較 

H28－H25 

０歳児 ５４ ５２ ５２ ５３ △１ 

１歳児 ５９ ５７ ５１ ５２ △７ 

２歳児 ６６ ６１ ６０ ５４ △１２ 

３歳児 ５８ ７０ ５９ ５６  △２ 

４歳児 ５７ ５９ ６８ ５９ ２  

５歳児 ６０ ５７ ６１ ６５ ５ 

合 計 ３５４ ３５６ ３５１ ３３９ △１５ 

 

 

 （朝日地区）                       （各年４月１日現在） 

 
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

比較 

H28－H25 

０歳児 ５８ ４７ ５１ ４２ △１６ 

１歳児 ５７ ５７ ４５ ５１ △６ 

２歳児 ６７ ６０ ５６ ４８ △１９ 

３歳児 ５６ ６５ ５６ ５５ △１  

４歳児 ５５ ５７ ６４ ６０  ５ 

５歳児 ７２ ５３ ５６ ６４ △８ 

合 計 ３６５ ３３９ ３２８ ３２０ △４５ 
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 （山北地区）                       （各年４月１日現在） 

 
平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

比較 

H28－H25 

０歳児 ２７ １８ １９ １４ △１３ 

１歳児 ２９ ２７ １９ ２０ △９ 

２歳児 １６ ２８ ２６ １６ ０ 

３歳児 ３３ １７ ２８ ３０ △３  

４歳児 ２６ ３４ １５ ２８  ２ 

５歳児 ２２ ２８ ３２ １５ △７ 

合 計 １５３ １５２ １３９ １２３ △３０ 

 

（４）保育園入園児童数の状況 

  保育園入園児童数は、就学前児童数の減少により、合併後８年間で８２人、５．４％ 

減少しています。  

平成２８年４月１日現在の公立保育園の入園状況は、公立保育園１７か所（上海府保 

育園（休園）を除き、あらかわ保育園含む）の定員１，８４５人に対し１，４４４人が

入園しており入園率は７８．３％となっています。 

  平成２８年度に村上地区、荒川地区、神林地区の保育園で定員の拡大を行いましたが、 

荒川地区のあらかわ保育園で定員どおり、このほかの保育園では定員割れの状況となっ 

ています。入園児童数は、少子化の影響もあり、全園児数はここ数年間で減少傾向にあ 

りますが、３歳未満児の保育園入園児童数は年々増加していることから、今後、統合新 

設等に際しては、その受入れについて十分配慮する必要があります。 

 

村上市保育園入園児童数 

【保育施設別年齢別入園状況（広域入所受託含む）】        （平成 28年 4月 1日現在） 

  
地

区 
保育園名 定員 

年齢別入園者数 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 入園率 

公 
 
 
 
 
 

立 

村 

上 

第一保育園 90 4 8 11 17 18 21 79 87.8 

第二保育園 100 6 16 14 20 17 23 96 96.0 

岩船保育園 120 4 13 18 23 18 24 100 83.3 

瀬波保育園 110 4 8 18 27 23 24 104 94.5 

上海府保育園 
 

        

山辺里保育園 120 4 14 13 23 24 23 101 84.2 

山居町保育園 110 1 7 18 23 17 23 89 80.9 

地区計 650 23 66 92 133 117 138 569 87.5 
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荒

川 

金屋保育園 120 4 20 17 22 25 19 107 89.2 

あらかわ保育園 200 5 19 28 41 56 51 200 100.0 

地区計 320 9 39 45 63 81 70 307 95.9 

神

林 

向ヶ丘保育園 160 2 14 21 38 34 38 147 91.9 

みのり保育園 130 5 11 15 20 25 30 106 81.5 

地区計 290 7 25 36 58 59 68 253 87.2 

朝

日 

舘腰保育園 100 2 8 6 15 13 19 63 63.0 

三面保育園 45 0 2 2 4 9 4 21 46.7 

高南保育園 90 1 3 7 13 15 18 57 63.3 

猿沢保育園 90 2 8 7 10 13 12 52 57.8 

塩野町保育園 90 0 4 4 10 7 11 36 40.0 

地区計 415 5 25 26 52 57 64 229 55.2 

山

北 

山北にじいろ保育園 80 1 1 1 15 9 4 31 38.8 

山北おおぞら保育園 90 2 6 7 12 17 11 55 61.1 

地区計 170 3 7 8 27 26 15 86 50.6 

市合計 1,845 47 162 207 333 340 355 1,444 78.3 

私
立 

村

上 

認定こども園 

村上いずみ園 
96 3 8 9 19 16 14 69 - 

小規模保育事業所 

ゆりかご保育園 
15 2 3 9 - - - 14 - 

小規模保育事業所 

託児所マイマイ 
7 0 4 3 - - - 7 - 

朝

日 

事業所内託児所 

杏園 
19 2 5 3 - - - 10 - 

 

 

地区別園児数の推移                       （各年 4月 1日現在） 

地区名 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

村上地区 602  605  597  607  576  533  547  533  569 

荒川地区 265  290  283  286  261  266  267  288  307 

神林地区 246  241  241  239  240  217  243  257  253 

朝日地区 276  280  262  250  243  242  231  228  229 

山北地区 137  115  114  106  105  101  111  103  86 

計 1,526  1,531  1,497  1,488  1,425  1,359  1,399  1,409  1,444 
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（５）３歳未満児保育ニーズの増加 

  市内の保育園は、全体的に３歳未満児の保育ニーズが高く、これに対応するために受 

入れ可能な施設整備を計画的に行うとともに保育士の適正配置を行うための確保が必要 

となります。 

  特に村上地区及び荒川地区については、小規模保育事業所等の施設整備の検討をはじ 

め、３歳未満児専用の保育施設整備が課題となります。 

 

（６）公立保育園の職員の状況 

平成２８年４月１日現在の公立保育園の職員数（調理員等を除く）は、正規保育士が 

７２人、有資格の臨時保育士が７５人、無資格の保育補助が３６人で、正規職員率は３ 

９．３４％となっている現状です。このため正規職員率の向上が喫緊の課題となってい 

ます。 

 

（７）臨時職員の待遇改善 

  平成２８年度から、臨時保育士・保育補助の賃金の引き上げを行いました。今後の人 

員確保のための待遇改善策について更に検討していく必要があると考えます。 

 

（８）有資格者の掘り起し 

  慢性的な保育士不足の解消のため、潜在保育士の職場復帰への掘り起こしが必要とな 

っています。 

  

（９）派遣保育士の活用の検討 

  臨時的・一時的な保育業務に対する保育士確保のため、新潟県が平成２８年度から実 

施している保育士派遣事業等の人材派遣の活用について検討する必要があります。 

 

（10）病児・病後児保育 

年齢別園児数の推移                       （各年 4月 1日現在）                    

入園年齢 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 

３歳未満児 284  331  348  340  334  332  394  396  416 

３歳児 372  369  372  371  313  320  355  329  333 

４歳児 443  383  391  383  385  319  326  358  340 

５歳児 427  448  386  394  393  388  324  326  355 

全園児数 1,526  1,531  1,497  1,488  1,425  1,359  1,399  1,409  1,444 
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  あらかわ保育園において「体調不良児対応型」の病児・病後児保育事業を実施してい

ますが、今後は、子どもが病気の時に安心して静養できる保育環境を整備し、子育てと

就労の両立を支援するため、「病児対応型」、「病後児対応型」保育施設の開設に向けた検

討が必要となっています。 

 

２ 学童保育所 

（１）施設の老朽化等に伴う施設整備 

山北やまゆり学童保育所は、建築後５０年を経過し老朽化が著しく、毎年度の計画的

な修繕のほか不時修繕を行いつつ維持している状況であり、安全性の面から早急に施設

の新設、または代替施設を活用した整備の検討が必要です。 

  また、南町学童保育所は狭隘なため、村上南小学校の校舎内の一部を利用したなんし

ょうクラブと２か所に分けて保育しています。南町学童保育所となんしょうクラブの統

合新設について、第１次の施設整備計画に則り、通所児童の安全を第一に考え、学校内

の空きスペースの有効活用や、学校敷地内を活用した整備のほか隣接地購入による新設

も視野に検討を進めているところです。今後の人口減少を視野に入れ、整備手法につい

て検討を行う必要があります。 

 

【学童保育所の施設状況】            (平成 28 年 4 月 1 日現在 ) 

 

（２）通所児童増加への対応 

  朝日学童保育所の建物は、昭和６３年に奥三面ダム発電所建設事務所として新潟県が 

建築したものを払い下げた物件です。２階部分は村上市社会福祉協議会朝日支所の事務 

室であり、１階部分を学童保育所として利用しています。対象学年の拡大により年々児 

施 設 名 構造 定員 開設年月 建築年月 経過年数 対象面積 備考 

二之町学童保育所 木造２階 50 H 9．4 H 9．3 19年 170.2  

南町学童保育所 木造２階 40 H 6．4 H 6．4 22年 131.39  

瀬波学童保育所 木造２階 60 H22．4 H22．4 6年 276.81  

岩船学童保育所 木造２階 45 H16．4 H16．4 12年 157.05  

山辺里学童保育所 鉄筋平屋 45 H23．4 H23．4 5年 105.0 学校内 

なんしょうクラブ 鉄筋平屋 50 H18．7 S54．4 37年 173 学校内 

保内学童保育所 木造平屋 70 H10．4 H28．4 0年 248.81  

金屋学童保育所 鉄筋平屋 20 H19．4 S52．4 39年 63.75 学校内 

神林学童保育所 木造平屋 45 H20．5 H 3．6 24年 159.47  

朝日学童保育所 鉄筋２階 40 H14．5 S63．4 28年 130.55  

山北やまゆり学童保育所 木造平屋 60 H12．9 S40．11 50年 202.05 H23.4～ 

指定管理 山北はまゆり学童保育所 木造平屋 15 H18．4 H18．3 15年 48.23 
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童数が増加しており、高学年と低学年との住み分けもできず手狭となっているため、保 

育面積の確保が急務となっています。 

  山北はまゆり学童保育所は、施設は新しいものの規模が小さいため、毎年定員を上回 

る状況であり、平成２８年度においては、一部の児童を山北やまゆり学童保育所に送迎 

して保育することとしました。当面は同様の利用状況が続くことが予想されますが、今 

後は、地区の出生数の推移を踏まえ、両学童保育所のあり方を検討する必要があります。 

 

【学童保育所入所児童数の推移】           （各年４月１日現在） 

施 設 名 
定

員 
H20 H21 H22 H23 H24 

定

員

改

正 

H25 H26 H27 H28 

二之町学童保育所 30 51 51 45 39 27 50 18 29 33 39 

南町学童保育所 30 38 42 42 42 33 40 29 27 34 33 

瀬波学童保育所 30 44 42 48 43 46 60 49 55 59 51 

岩船学童保育所 30 35 27 23 19 21 45 26 41 34 28 

山辺里学童保育所 30 27 27 23 37 37 45 45 33 40 38 

なんしょうクラブ 30 22 11 14 14 15 50 31 22 15 19 

保内学童保育所 30 32 37 41 39 45 60 41 58 52 66 

金屋学童保育所 10 9 12 11 11 13 20 16 11 12 14 

神林学童保育所 20 15 21 19 32 26 45 29 37 36 58 

朝日学童保育所 30 36 34 36 35 30 40 36 31 36 48 

山北やまゆり学童保育所 25 20 11 9 2 7 60 12 13 13 35 

山北はまゆり学童保育所 15 6 11 5 14 15 15 18 29 23 13 

計 310 318 326 316 327 315 530 350 386 387 442 

H22.4.1～瀬波学童保育所定員  [30人]→[50人] 

H23.4.1～山辺里学童保育所定員 [30 人]→[40 人] 

                                  H25.4.1～定員改正・対象年齢を小学６年生まで拡大 

H28.4.1～保内学童保育所定員 [60人]→[70人] 

 

（３）民間活力の導入 

  保内学童保育所は、平成２７年度に改築し、定員を７０人としました。将来的には指 

 定管理者制度による民間活力を活かした運営を行う必要があります。 

 神林学童保育所は、平成３年に西神納保育園として建設した施設を利用しており、学 

区ごとの設置ではなく地区に１箇所となっています。また、神林子育て支援センターと 

併設しています。学童保育に対する幅広いニーズに応えるためには、指定管理者制度に 
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よる民間活力を活かした運営を併設されている神林子育て支援センターと併せて検討す 

る必要があります。 
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Ⅲ 課題解決に向けた基本的な考え方 

①安心で安全な、心やすらぐ保育環境を提供し、子どもの生きる力を育てます。 

②子どもの人権や主体性を尊重した保育を行い、心身ともに健康な子どもを育みます。 

③十分な愛情で慈しみ保護しながら、一人一人の限りない可能性を引き出し、よりよい

保育をめざします。 

という保育理念のもと、課題解決に向けて取り組みます。 

 

１ 保育園 

（１）施設の老朽化等に伴う施設整備 

  建築後、３０年以上が経過し、施設の老朽化が進行する保育園では、修繕費がかさむ

ことや、３歳未満児保育などの良好な保育環境と園児の安全を確保するためにも、改修

や建て替えを計画的に行います。 

 

（２）施設周辺環境の整備 

  入園児童の送迎時の安全や周辺住民の環境を考慮して駐車場の確保に取り組んでいき

ます。 

 

（３）人口減少への対応 

人口減少により、保育園の適正規模を維持するために統廃合に取り組みます。統廃合

は、子どもの利益を最優先に考え、施設の老朽化のほか入園児童数、地域の事情等を総

合的に勘案します。また、統廃合を行う際には、民営化に取り組みます。 

 

（４）３歳未満児保育ニーズの増加への対応 

３歳未満児の入園児童数は、年々増加しており保育のニーズが高いことから、受け入

れ可能な施設整備を計画的に行うとともに、保育士の確保に取り組みます。 

 

（５）公立保育園の職員の正規率の向上 

子どもの最善の利益を考慮した保育を実現していくため、出生数の推移や入園希望の

動向、さらには特別保育のニーズを見据えつつ、保育園の統廃合や民営化の導入などに

よる職員数を勘案しながら、正規保育士の占める比率を拡充させます。 

 

（６）臨時職員の待遇改善 

臨時保育士の確保が困難な現状を考慮し、平成２８年度の賃金改善を検証しながら、

今後、待遇改善についても取り組みます。 
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（７）有資格者の掘り起こし 

慢性的な保育士不足の解消のために、保育士資格がありながら保育の現場を離れてブ 

ランクがあるために職場復帰に踏み切れない等の潜在保育士の職場復帰を促す支援策を

検討しながら、有資格者の掘り起こしに取り組みます。 

 

（８）派遣保育士の活用の検討 

臨時的・一時的な保育業務に対する保育士確保のため、新潟県の年度途中待機児童解

消モデル事業等の人材派遣の活用について検討します。 

 

（９）保育園の民営化 

現在の保育サービスを維持しながら、多様化する保育ニーズにきめ細かく対応し、休

日保育などをはじめとした保育ニーズに応えていくためには、公立保育園の一部を民営

化することが有効であると考え、指定管理者制度導入や民設民営化など民間活力の導入

に取り組みます。 

 

（10）病児・病後児保育 

  病児・病後児保育施設は、市全域を補完するエリアに設置する方向で計画していきま

す。 

 

 

２ 学童保育所 

（１）施設の老朽化等に伴う施設整備 

  老朽化が著しい施設は、安全を確保するためにも新設や代替施設の活用等の検討を行

います。 

 

（２）通所児童増加への対応 

通所学童が増加傾向にあるところは、施設の拡大(増築)を進めていきます。 

 

（３）民間活力の導入 

学童保育に対する幅広いニーズに応えるため、指定管理者制度による民間活力を活か

した運営を検討していきます。 

  現在、山北地区で唯一指定管理者制度を導入して学童保育所を運営していることから、

これを検証しながら内容の充実を図ります。 
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Ⅳ 具体的な整備計画 

１ 保育園 

（１）村上地区 

第一保育園、第二保育園、山居町保育園は築３０年以上が経過し、老朽化が進んでい

ることから、３園の統廃合を行い、新設保育園の設置に向けて取り組みます。また、３

歳未満児に特化した施設整備についても検討します。統合を行う際には、指定管理者制

度導入や民設民営化など民間活力の導入に取り組みます。 

岩船保育園では、外壁等老朽化が進んでいることから、状況を勘案しながら大規模改

修に取り組みます。 

 

（２）荒川地区 

金屋保育園では、外壁等老朽化が進んでいることから、状況を勘案しながら大規模改

修に取り組みます。 

 

（３）神林地区 

  既に統合がなされているみのり保育園、向ヶ丘保育園について、指定管理者制度導入

の適否を含めて検討を行います。 

 

（４）朝日地区 

塩野町保育園及び三面保育園については、入園児童数が減少し、充足率が低くなって

いることから、混合保育の解消と集団保育による児童の健全育成の促進を図るため、平

成２９年４月に塩野町保育園を猿沢保育園に、三面保育園を舘腰保育園に統合します。 

  今後継続する舘腰保育園、高南保育園、猿沢保育園については、老朽化の状況に応じ

て大規模改修に取り組みます。 

 

（５）山北地区 

 児童数の減少により、「山北にじいろ保育園」では定員を大きく下回っており、定員

充足率においては「山北おおぞら保育園」との統合の検討が必要な状況です。 

３歳未満児の増加等に対して保育の質の維持・向上に努め、送迎時間の延長による児

童の心身への負担を考慮しつつ、保護者や地域関係者のニーズを把握しながら慎重に検

討します。 

 

（６）病児・病後児保育 

  県立坂町病院敷地内に病児・病後児保育施設を平成２９年度に設置し、指定管理者制

度により運営を行います。 
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  村上総合病院の移転新築に際し、病児・病後児保育施設の設置要望を行いながら、関

係機関と連携して取り組みます。 

また、山北地区についても、設置について検討していきます。 

 

 

２ 学童保育所 

（１）村上地区 

  南町学童保育所となんしょうクラブについては、児童数の増加傾向もあり、学童保育

所の統合を踏まえ新設を検討します。 

 

（２）荒川地区及び神林地区 

保内学童保育所、神林学童保育所について、学童保育に対する幅広いニーズに応える

ため、指定管理者制度による民間活力を活かした運営を行います。 

 

（３）朝日地区 

朝日学童保育所は、通所児童が増加傾向にあることから、保育面積の確保に向けて取

り組みます。 

 

（４）山北地区 

山北やまゆり学童保育所、山北はまゆり学童保育所については、利用者数の推移や小

学校統合に合わせて、学童保育所の統合を検討します。 
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Ⅴ 資料 

１ 村上市保育園等施設整備計画審議会委員名簿 （敬称略） 

番号 氏    名 号数 備  考 

1 仲   真 人 
１号委員 

学識経験者 
新潟青陵大学短期大学部幼児教育学科准教授  （会長） 

2 飯 沼 和 英 

２号委員 

関係団体に 

属する者 

村上市区長会連絡協議会 

3 楠 田   正 村上市民生委員児童委員協議会連合会 

4 塚 野 秀 孝 村上市主任児童委員 

5 遠 山 千賀子 村上市主任児童委員 

6 加 藤 英 人 ＮＰＯ法人おたすけさんぽく代表 

7 本 間 まゆみ 
子ども・若者育成支援組織 

ともそだち Nature代表          （副会長） 

8 平 方   健 

３号委員 

保育園等の 

保護者の代表者 

第一保育園父母の会代表 

9 山 田 真 帆 向ヶ丘保育園保護者会代表 

10 吉 村 智 美 舘腰保育園父母の会代表 

11 中 山 有希子 神林学童保育所保護者会会長 

12 

木 村 竜 也 

村上市岩船郡ＰＴＡ協議会代表 

平成 28年 3月 31日まで 

鈴 木 さおり 平成 28年 5月 27日から 

13 

志 田   丘 ４号委員 

関係行政機関 

の職員 

新潟県新発田地域振興局 

健康福祉環境部地域福祉課 

平成 28年 3月 31日まで 

水 野 弘 美 平成 28年 5月 27日から 
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２ 村上市保育園等施設整備計画審議会開催経過 

  

区 分 開 催 日 会 場 内    容 

第１回 平成 28年 1月 28日 村上市役所 

・村上市保育園等施設整備計画について 

・村上市の保育園等の現状について 

・第２次村上市保育園等施設整備計画策定の 

基本方針（案）について 

・審議会スケジュール（案）について 

第２回 平成 28年 3月 24日 村上市役所 

・現保育園等施設整備計画の総括について 

・村上市の保育の課題について 

第３回 平成 28年 5月 27日 村上市役所 
・第２次村上市保育園等施設整備計画（素案） 

について 

第４回 平成 28年 7月 22日 村上市役所 
・第２次村上市保育園等施設整備計画（素案） 

について 

第５回 平成 28年 10月 26日 村上市役所 

・第２次村上市保育園等施設整備計画（案）に 

ついて 

・第２次村上市保育園等施設整備計画（案）の 

答申 

 

区 分 開 催 日 会 場 内    容 

第１回 令和２年７月 10日 村上市役所 
・第２次村上市保育園等施設整備計画の改定につ

いて 

第２回 令和２年８月 21日 村上市役所 
・第２次村上市保育園等施設整備計画の改定につ

いて 

答申 令和２年９月 28日 村上市役所 
・第２次村上市保育園等施設整備計画の一部改定 

について（答申） 

 


